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(57)【要約】
【課題】施工性を向上し得る間仕切壁装置及び間仕切壁
施工方法を提供する。
【解決手段】間仕切壁装置１は、下端が床２側に固定さ
れる一対の支柱２０，２０と、これら一対の支柱間に設
けられる複数枚の間仕切パネル１０，１０と、隣り合う
間仕切パネルを連結するように設けられる柱状連結部材
１７と、前記一対の支柱間に延びるように設けられ、前
記間仕切パネルの下端部１５を保持する床側フレーム３
１と、前記一対の支柱間に延びるように設けられ、長手
方向の各端部がこれら一対の支柱のそれぞれに固定され
、前記間仕切パネルの上端部１４を保持する上側フレー
ム４１と、を備えている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下端が床側に固定される一対の支柱と、これら一対の支柱間に設けられる複数枚の間仕
切パネルと、隣り合う間仕切パネルを連結するように設けられる柱状連結部材と、前記一
対の支柱間に延びるように設けられ、前記間仕切パネルの下端部を保持する床側フレーム
と、前記一対の支柱間に延びるように設けられ、長手方向の各端部がこれら一対の支柱の
それぞれに固定され、前記間仕切パネルの上端部を保持する上側フレームと、を備えてい
ることを特徴とする間仕切壁装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記一対の支柱は、天井面との間に空間を隔てて設置される上下寸法とされており、
　これら一対の支柱の上方側に取り付けられ、上端が前記天井面に当接される一対の補助
支柱と、これら一対の補助支柱間に延びるように前記天井面に沿って配される天井側フレ
ームと、この天井側フレームと前記上側フレームとの間に配されて上下方向に伸縮自在と
されたボード固定部材と、これら天井側フレームと上側フレームとの間の空間を塞ぐよう
に、前記ボード固定部材の壁厚方向両側に固定される補助ボードと、を備えていることを
特徴とする間仕切壁装置。
【請求項３】
　請求項１または２において、
　前記支柱の四周側部には、前記上側フレーム及び前記床側フレームの両方または一方を
固定する固定具の支柱側片部を受け入れる受入溝と、該受入溝を覆うように取り外し可能
に取り付けられた溝埋部材と、が設けられていることを特徴とする間仕切壁装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか１項において、
　前記柱状連結部材は、壁幅方向中央部が隣り合う間仕切パネル間において露出するよう
に壁幅方向両側部が前記間仕切パネルの壁幅方向両端部に設けられた係合凹所に嵌め込ま
れる構成とされ、かつ前記壁幅方向中央部に、被支持対象を支持する支持部材が取り付け
られる取付凹所が設けられていることを特徴とする間仕切壁装置。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記柱状連結部材は、中空筒状とされ、該柱状連結部材の壁厚方向両側の筒壁部には、
各筒壁部を貫通するように前記取付凹所が設けられ、該柱状連結部材内には、クッション
材が挿入されていることを特徴とする間仕切壁装置。
【請求項６】
　下端を床側に固定して第１支柱を設置する工程と、この第１支柱の下端部に第１端部を
連結するように壁幅方向に延びる床側フレームを配置する工程と、隣り合う間仕切パネル
間に、これらを連結する柱状連結部材を介在させ、それぞれの下端部を前記床側フレーム
に保持させて複数枚の間仕切パネルを配置する工程と、前記床側フレームの第２端部に下
端部を連結するように下端を床側に固定して第２支柱を設置する工程と、前記間仕切パネ
ルの上端部を保持する上側フレームの長手方向の各端部を前記第１支柱及び前記第２支柱
の上端部に固定する工程と、を備えていることを特徴とする間仕切壁施工方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、間仕切壁装置及び間仕切壁施工方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、建物内の空間を間仕切るように設置される間仕切壁が知られている。
　例えば、下記特許文献１には、懸吊機構を介して上階のスラブに吊持され、枠構造をな
す壁本体の上端部を支持する天井レールと、壁本体の下端部を保持する床レールと、壁本
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体の両面に添設されるパネルと、を具備してなる間仕切壁が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平８－２８４２９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記特許文献１に記載された間仕切壁では、スラブに支持された懸吊機
構に天井レールを固定し、この天井レールと床レールとに枠構造の壁本体を保持させ、壁
本体の両面にパネルを添設する必要があり、間仕切壁の構築に手間が掛かる傾向があった
。
【０００５】
　本発明は、上記実情に鑑みてなされたものであり、施工性を向上し得る間仕切壁装置及
び間仕切壁施工方法を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するために、本発明に係る間仕切壁装置は、下端が床側に固定される一
対の支柱と、これら一対の支柱間に設けられる複数枚の間仕切パネルと、隣り合う間仕切
パネルを連結するように設けられる柱状連結部材と、前記一対の支柱間に延びるように設
けられ、前記間仕切パネルの下端部を保持する床側フレームと、前記一対の支柱間に延び
るように設けられ、長手方向の各端部がこれら一対の支柱のそれぞれに固定され、前記間
仕切パネルの上端部を保持する上側フレームと、を備えていることを特徴とする。
【０００７】
　また、上記目的を達成するために、本発明に係る間仕切壁施工方法は、下端を床側に固
定して第１支柱を設置する工程と、この第１支柱の下端部に第１端部を連結するように壁
幅方向に延びる床側フレームを配置する工程と、隣り合う間仕切パネル間に、これらを連
結する柱状連結部材を介在させ、それぞれの下端部を前記床側フレームに保持させて複数
枚の間仕切パネルを配置する工程と、前記床側フレームの第２端部に下端部を連結するよ
うに下端を床側に固定して第２支柱を設置する工程と、前記間仕切パネルの上端部を保持
する上側フレームの長手方向の各端部を前記第１支柱及び前記第２支柱の上端部に固定す
る工程と、を備えていることを特徴とする。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明に係る間仕切壁装置及び間仕切壁施工方法は、上述のような構成としたことで、
施工性を向上させることができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の一実施形態に係る間仕切壁装置の一例を模式的に示す一部破断概略分解
斜視図である。
【図２】同間仕切壁装置の一部破断概略分解斜視図である。
【図３】（ａ）は、図６（ｃ）におけるＸ－Ｘ線矢視に対応させた一部破断概略横断面図
、（ｂ）は、同間仕切壁装置の一部を省略した一部破断概略縦断面図である。
【図４】（ａ）は、同間仕切壁装置の一部破断概略分解斜視図、（ｂ）は、同間仕切壁装
置が備えるパネル下端保持装置の一変形例を模式的に示す一部破断概略分解斜視図である
。
【図５】（ａ）、（ｂ）は、同間仕切壁装置の一部破断概略横断面図である。
【図６】（ａ）～（ｃ）は、本発明の一実施形態に係る間仕切壁施工方法の一例を模式的
に示す一部破断概略正面図である。
【図７】（ａ）、（ｂ）は、同間仕切壁装置の一変形例を模式的に示し、（ａ）は、一部
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破断概略正面図、（ｂ）は、同間仕切壁装置が備えるボード固定部材の一例を模式的に示
す概略斜視図である。
【図８】同間仕切壁装置を用いた間仕切壁構造の一例を模式的に示す概略斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下に本発明の実施の形態について、図面に基づいて説明する。
　なお、一部の図では、他図に付している詳細な符号の一部を省略している。
　また、以下の実施形態では、本実施形態に係る間仕切壁装置を設置した状態を基準とし
て、上下方向等の方向を説明する。
【００１１】
　図１～図８は、本実施形態に係る間仕切壁装置、間仕切壁施工方法及び間仕切壁構造の
一例を模式的に示す図である。
　本実施形態に係る間仕切壁装置１は、図１に示すように、下端が床２側に固定される一
対の支柱２０，２０と、これら一対の支柱２０，２０間に設けられる複数枚の間仕切パネ
ル１０，１０と、を備えている。
　この間仕切壁装置１の施工対象となる建物としては、戸建住宅や集合住宅等の住宅に限
られず、商業施設や公共施設等の建物であってもよい。また、この間仕切壁装置１は、種
々の箇所に設置可能である。
　また、この間仕切壁装置１の下端側の設置対象となる床２は、床下地でもよく、床下地
に固定された床仕上材であってもよい。
【００１２】
　この間仕切壁装置１は、隣り合う間仕切パネル１０，１０を連結するように設けられる
柱状連結部材１７と、一対の支柱２０，２０間に延びるように設けられ、間仕切パネル１
０の下端部を構成する下端凸部１５を保持する床側フレーム３１と、を備えている。また
、間仕切壁装置１は、一対の支柱２０，２０間に延びるように設けられ、長手方向の各端
部がこれら一対の支柱２０，２０のそれぞれに固定され、間仕切パネル１０，１０の上端
部を構成する上端凸部１４を保持する上側フレーム４１を備えている。このような構成と
すれば、複数枚の間仕切パネル１０，１０の下端凸部１５を床側フレーム３１に保持させ
、隣り合う間仕切パネル１０，１０を柱状連結部材１７によって連結することができ、こ
れら複数枚の間仕切パネル１０，１０によって間仕切壁を容易に構築することができる。
また、隣り合う間仕切パネル１０，１０間に柱状連結部材１７が設けられるので、隣り合
う間仕切パネル１０，１０間の隙間を柱状連結部材１７によって遮蔽することができる。
また、上側フレーム４１の長手方向の各端部を一対の支柱２０，２０に固定することで、
複数枚の間仕切パネル１０，１０を、一対の支柱２０，２０、床側フレーム３１及び上側
フレーム４１によって安定的に保持することができる。また、上側フレーム４１を天井面
３や天井下地等に固定する必要がないので、天井側の躯体の影響を受けることなく当該間
仕切壁装置１を設置することができる。
【００１３】
　また、間仕切壁装置１は、図３（ｂ）及び図４（ａ）に示すように、床２側の不陸を調
整する不陸調整部材３５を備えている。この不陸調整部材３５は、床側フレーム３１の長
手方向に沿って長尺状とされ、床２上に設置されるベース部材３６と、このベース部材３
６の長手方向に沿って間隔を空けて複数箇所に取り付けられる高さ調整部材３９と、を備
えている。この高さ調整部材３９は、ベース部材３６の上面からの突出高さの調整が可能
とされ、床側フレーム３１が水平状に配されるように床側フレーム３１を支持する構成と
されている。このような構成とすれば、ベース部材３６に支持される床側フレーム３１が
水平状に配されるようにベース部材３６に対して高さ調整部材３９の高さを調整すること
で、床側フレーム３１に保持される各間仕切パネル１０を同高さに設置することができる
。これにより、各間仕切パネルのアジャスタボルトを調整する必要があるようなものと比
べて、施工性を向上させることができる。この不陸調整部材３５は、床側フレーム３１と
によってパネル下端保持装置３０を構成する。
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【００１４】
　間仕切パネル１０は、上下方向に長尺な略矩形平板状とされている。本実施形態では、
間仕切パネル１０は、図６（ｃ）に示すように、天井面３との間に空間を隔てて設置され
る上下寸法とされている。このような構成とすれば、上記同様、天井側の躯体の影響を受
けることなく間仕切壁を構築することができ、施工性を向上させることができる。
　この間仕切パネル１０の上下寸法（パネル高さ寸法）は、間仕切壁装置１によって構築
する間仕切壁の所望される高さに応じて適宜の寸法としてもよく、例えば、１２００ｍｍ
～２４００ｍｍ程度であってもよい。また、間仕切パネル１０の幅寸法は、取扱性や施工
性等の観点から適宜の寸法とされたものでもよく、例えば、３００ｍｍ～１５００ｍｍ程
度であってもよい。また、間仕切パネル１０の厚さ寸法は、３０ｍｍ～８０ｍｍ程度であ
ってもよい。
【００１５】
　この間仕切パネル１０は、図２に示すように、四方枠状に枠組みされたパネル芯材１１
のパネル厚さ（壁厚）方向両側に面材１３，１３を設けたいわゆるフラッシュパネル状と
されている。このような構成とすれば、無垢材等からなるものと比べて、軽量化を図るこ
とができる。なお、この間仕切パネル１０の壁厚方向両側の面材１３，１３のうちの一方
が施工現場において固定されるものでもよく、またはパネル芯材１１に対して着脱可能と
されたものであってもよい。
　パネル芯材１１は、上下方向（パネル高さ方向）両端においてパネル幅方向に延びるよ
うに設けられた上枠及び下枠と、パネル幅方向両端において上下方向に延びるように設け
られた一対の縦枠と、を備えている。なお、このパネル芯材１１は、合板やＬＶＬ（単板
積層材）等の木質積層板等の木質系材料から形成されたものでもよく、または、金属系材
料から形成されたものであってもよい。また、このパネル芯材１１内に、いわゆるペーパ
ーハニカムコア等のコア材や縦桟材、横桟材等を設けた構成としてもよい。
【００１６】
　面材１３は、一般的な壁下地ボード、例えば、石膏ボード（プラスターボード）でもよ
く、インシュレーションボードやＭＤＦ（中密度繊維板）、ハードボード等の木質繊維板
、木質積層板等の木質系ボードでもよい。また、面材１３としては、このような石膏ボー
ドや木質系ボードに限られず、比較的に薄い鉄板等の金属板でもよい。また、面材１３の
表面は、化粧シートの貼着や塗装等によって適宜の表面化粧処理が施された化粧面であっ
てもよい。
　間仕切パネル１０の上端凸部１４は、上方側に向けて突出するように、かつパネル幅方
向の概ね全体に亘って延びるように設けられている。この上端凸部１４は、パネル厚さ方
向両側に段差が形成されるようにパネル厚さ方向に沿う寸法が当該間仕切パネル１０の上
下方向中央側部位よりも小とされている。本実施形態では、この上端凸部１４を、パネル
芯材１１の上端部によって構成している。つまり、パネル芯材１１の上端部を露出させる
ように面材１３，１３を貼着し、その露出させた上端部を上端凸部１４とした例を示して
いる。
【００１７】
　間仕切パネル１０の下端凸部１５は、下方側に向けて突出するように、かつパネル幅方
向の概ね全体に亘って延びるように設けられている。この下端凸部１５は、上端凸部１４
と同様、パネル厚さ方向両側に段差が形成されるようにパネル厚さ方向に沿う寸法が当該
間仕切パネル１０の上下方向中央側部位よりも小とされている。また、パネル芯材１１の
下端部を露出させるように面材１３，１３を貼着し、その露出させたパネル芯材１１の下
端部を下端凸部１５とした例を示している。なお、このような上端凸部１４や下端凸部１
５を設けた態様に代えて、上下方向の全体に亘って一様な厚さとされた間仕切パネル１０
の上端部及び下端部自体が後記する上側フレーム４１及び床側フレーム３１に保持される
態様としてもよい。または、上側フレーム４１及び床側フレーム３１に設けられた係合部
に応じた係合溝等の被係合部を間仕切パネル１０の上端部及び下端部に設けた態様として
もよい。
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【００１８】
　また、この間仕切パネル１０のパネル幅方向両端部には、後記する柱状連結部材１７の
側部が嵌め込まれる係合凹所１６，１６が設けられている。このような構成とすれば、図
３（ａ）に示すように、柱状連結部材１７の壁幅（パネル幅）方向の各側部を隣り合う間
仕切パネル１０，１０の係合凹所１６，１６に嵌め込むことで、これら隣り合う間仕切パ
ネル１０，１０の壁厚（パネル厚さ）方向への変位を抑制可能に連結することができる。
　この係合凹所１６は、パネル幅方向外側に向けて開口し、かつパネル高さ方向の全体に
亘って延びるように溝状に設けられている。この係合凹所１６の溝底は、パネル芯材１１
のパネル幅方向外側端面によって区画され、係合凹所１６の溝幅方向両側は、パネル厚さ
方向両側の面材１３，１３によって区画されている。つまり、パネル厚さ方向両側の面材
１３，１３を、パネル芯材１１よりもパネル幅方向外側に向けて突出させて固定してパネ
ル幅方向両側端部に係合凹所１６，１６を設けた構成としている。なお、このような態様
に代えて、パネル芯材１１のパネル幅方向側端部に係合凹所１６を構成する溝を設けた構
成等としてもよい。
【００１９】
　また、図２に示すように、パネル芯材１１の上端部の上枠に、上下に貫通する配線挿通
孔１２を設けた構成としている。このような構成とすれば、この配線挿通孔１２に挿通さ
れたケーブル４を間仕切パネル１０に設置される設備機器（図例では、インターホン６）
に接続することができ、配線作業性を向上させることができる。図例では、パネル芯材１
１の上枠に、パネル幅方向に間隔を空けて複数（図例では、４つ）の配線挿通孔１２を設
けた例を示している。また、図示を省略しているが、パネル芯材１１の下端部の下枠にも
上下に貫通する配線挿通孔が設けられている。図例では、この下枠の配線挿通孔に挿通さ
れたケーブル４を、コンセント（差込接続器）５に接続した例を示している。なお、間仕
切パネル１０内にコア材や桟材を設ける場合には、上下の配線挿通孔１２を介して挿通さ
れたケーブル４の引き回しが可能なように適宜の位置に設けるようにしてもよい。また、
ケーブル４は、強電ケーブル（各種電源ケーブル）や弱電ケーブル（ＬＡＮケーブルや光
ファイバー、電話回線、テレビ回線等の通信線）等であってもよい。また、間仕切パネル
１０に設置される設備機器としては、上記した差込接続器５やインターホン６に限られず
、スイッチ（操作盤）や、照明装置、音響装置等、種々の機器であってもよい。
【００２０】
　柱状連結部材１７は、図１に示すように、上下方向に長尺状とされている。この柱状連
結部材１７は、図３（ａ）に示すように、本実施形態では、壁幅方向中央部が隣り合う間
仕切パネル１０，１０間において露出するように壁幅方向両側部が間仕切パネル１０，１
０の係合凹所１６，１６に嵌め込まれる構成とされている。また、この柱状連結部材１７
の壁幅方向中央部に、被支持対象９を支持する支持部材８が取り付けられる取付凹所１８
ａを設けた構成としている。このような構成とすれば、間仕切パネル１０，１０間におい
て形成される目地状溝の取付凹所１８ａに支持部材８を取り付けることで、間仕切パネル
１０の表面側において被支持対象９を支持させることができる。
【００２１】
　本実施形態では、この柱状連結部材１７は、中空筒状とされている。このような構成と
すれば、柱状連結部材１７の軽量化を図ることができる。また、この柱状連結部材１７の
壁厚方向両側の筒壁部１８，１８に、各筒壁部１８，１８を貫通するように取付凹所１８
ａ，１８ａを設けた構成としている。このような構成とすれば、柱状連結部材１７の壁厚
方向両側に、被支持対象９を支持する支持部材８を取り付けることができる。
　また、この柱状連結部材１７内に、クッション材１９を挿入した構成としている。この
ような構成とすれば、壁厚方向両側の取付凹所１８ａ，１８ａを介して音や光等が漏れる
ようなことを抑制することができる。また、取付凹所１８ａに差し込まれた支持部材８の
差込片部８ａのがたつきをクッション材１９によって軽減することができる。
【００２２】
　この柱状連結部材１７は、本実施形態では、略四角筒状とされ、その壁幅方向両側部が
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間仕切パネル１０，１０の係合凹所１６，１６に嵌め込まれる被係合部を構成する。つま
り、隣り合う間仕切パネル１０，１０の面材１３，１３の端面間に形成された目地状溝の
溝底を構成するように、柱状連結部材１７の壁幅方向中央部が配される。
　この柱状連結部材１７の上下寸法は、間仕切パネル１０の上下寸法と略同寸法とされて
いる。また、この柱状連結部材１７の壁厚方向に沿う寸法は、間仕切パネル１０の係合凹
所１６の壁厚方向に沿う溝幅寸法と略同寸法とされている。また、この柱状連結部材１７
の壁幅方向に沿う寸法は、隣り合う間仕切パネル１０，１０の係合凹所１６，１６に両側
部が嵌め込まれた状態で中央部が露出するように係合凹所１６の壁幅方向に沿う溝深さ寸
法に応じて適宜の寸法とされている。
【００２３】
　なお、上記のように壁幅方向両側部自体を係合凹所１６，１６に嵌め込まれる被係合部
とした態様に代えて、柱状連結部材１７の壁幅方向両側部に係合凹所１６，１６に嵌め込
まれる適宜の凸状や片部状の被係合部を設けた構成としてもよい。または、間仕切パネル
１０のパネル幅方向両側端部に係合凹所１６，１６を設けた態様に代えて、凸部を設け、
柱状連結部材１７に、この凸部を受け入れる凹所を設けた態様等としてもよい。このよう
な凸部を間仕切パネル１０のパネル幅方向両側端部に設けた態様に代えて、間仕切パネル
１０のパネル幅方向両側端部を受け入れる凹所を柱状連結部材１７に設けた態様等として
もよい。
　この柱状連結部材１７は、壁厚方向に厚さ方向を沿わせた板状とされた壁厚方向両側の
筒壁部１８，１８と、壁幅方向に厚さ方向を沿わせた板状とされた壁幅方向両側の両側壁
部と、によって長手方向に見て方形状（図例では、略正方形状）の中空部を区画している
。
【００２４】
　取付凹所１８ａは、筒壁部１８の壁幅方向中央部に位置するように設けられている。こ
の取付凹所１８ａは、上下方向に長尺な細長孔状とされている（図１参照）。また、本実
施形態では、上下方向に間隔を空けて複数の取付凹所１８ａを柱状連結部材１７に設けた
構成としている。このような構成とすれば、被支持対象９を支持する支持部材８を任意の
高さ位置に設けたり、上下方向に間隔を空けて複数の支持部材８を設けたりすることもで
きる。これら複数の取付凹所１８ａは、柱状連結部材１７に等間隔を空けて設けられてい
てもよい。なお、図６（ｂ）、（ｃ）では、取付凹所１８ａの図示を省略している。
【００２５】
　この取付凹所１８ａに差し込まれる支持部材８の差込片部８ａは、壁幅方向に厚さ方向
を沿わせた板状とされ、適宜の抜止片部が設けられたフック状とされたものであってもよ
い。また、支持部材８は、壁厚方向一方側に向けて延びるように設けられたブラケット状
とされたものであってもよい。図例では、壁幅方向に間隔を空けて設けられた２本の柱状
連結部材１７，１７の取付凹所１８ａ，１８ａのそれぞれに支持部材８，８を取り付け、
これら支持部材８，８に架け渡すようにして被支持対象９を支持させた例を示している。
被支持対象９としては、棚板や、収納箱、その他、種々の設備機器等であってもよい。
【００２６】
　クッション材１９は、柱状連結部材１７の壁厚方向両側の取付凹所１８ａ，１８ａを介
して壁厚方向一方側から他方側の視認が不能となるように設けられている。また、クッシ
ョン材１９は、取付凹所１８ａを介して差し込まれた差込片部８ａによって圧縮変形され
、差込片部８ａを囲むように設けられる。このクッション材１９の上下寸法は、柱状連結
部材１７の上下寸法と略同寸法とされていてもよい。また、このクッション材１９の壁厚
方向及び壁幅方向に沿う寸法は、柱状連結部材１７の中空部の壁厚方向及び壁幅方向に沿
う寸法と略同寸法とされていてもよい。また、このクッション材１９としては、圧縮変形
可能な柔軟性を有したものであればよく、ウレタンフォーム等の樹脂発泡体から形成され
たものであってもよい。なお、このようなクッション材１９を柱状連結部材１７内に設け
ていない構成としてもよい。また、取付凹所１８ａを貫通孔とした態様に代えて、壁厚方
向外側に向けて開口する有底凹所状とした態様としてもよい。
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【００２７】
　また、本実施形態では、間仕切壁装置１は、取付凹所１８ａが設けられた柱状連結部材
１７と、取付凹所１８ａが設けられていない柱状連結部材１７Ａと、を備えている。この
ような構成とすれば、取付凹所１８ａが設けられた柱状連結部材１７と、取付凹所１８ａ
が設けられていない柱状連結部材１７Ａと、を必要に応じて選択して設置することができ
る。柱状連結部材１７Ａは、略四角筒状とされ、取付凹所１８ａが設けられていない以外
は、上記した取付凹所１８ａが設けられた柱状連結部材１７と同様の構成とされている。
なお、このような態様に代えて、取付凹所１８ａが設けられた柱状連結部材１７及び取付
凹所１８ａが設けられていない柱状連結部材１７Ａのうちの一方のみを設けた構成として
もよい。
　また、本実施形態では、柱状連結部材１７（１７Ａ）を、隣り合う間仕切パネル１０，
１０間に加えて、壁幅方向両端の支柱２０，２０と、各支柱２０，２０に隣接される間仕
切パネル１０，１０と、の間にも設けた構成としている。
【００２８】
　床側フレーム３１は、図１に示すように、壁幅方向に長尺状とされている。この床側フ
レーム３１の長さ寸法は、取扱性や施工性等の観点から適宜の寸法としてもよく、また、
間仕切パネル１０のパネル幅寸法を概ね整数倍したような寸法であってもよく、例えば、
６００ｍｍ～４０００ｍｍ程度であってもよい。
　本実施形態では、床側フレーム３１に、図４（ａ）に示すように、不陸調整部材３５の
ベース部材３６の壁厚方向両側面３８ａ，３８ａに溝幅方向両内側壁３３ａ，３３ａが対
向するように配される受入溝３３を長手方向に延びるように設けた構成としている。この
ような構成とすれば、不陸調整部材３５の高さ調整部材３９を床側フレーム３１の受入溝
３３の溝幅方向両側を区画する両側片部によって覆い隠すことができる。また、床側フレ
ーム３１の受入溝３３にベース部材３６を挿入することで、ベース部材３６に対する床側
フレーム３１の壁厚方向に沿う位置合わせを容易に行うことができる。
　この受入溝３３は、下方側に向けて開口するように、かつ床側フレーム３１の全長に亘
って延びるように設けられ、溝長手方向に見て略方形溝状とされている。
【００２９】
　また、本実施形態では、床側フレーム３１に、間仕切パネル１０の下端凸部１５が嵌め
込まれる係合溝３２を設けた構成としている。このような構成とすれば、間仕切パネル１
０の下端凸部１５を床側フレーム３１の係合溝３２に嵌め込むことで間仕切パネル１０の
下端側のパネル厚さ（壁厚）方向への移動を抑制することができる。この係合溝３２は、
上方側に向けて開口するように、かつ床側フレーム３１の全長に亘って延びるように設け
られ、溝長手方向に見て略方形溝状とされている。つまり、本実施形態では、床側フレー
ム３１は、上下両側に開口する係合溝３２及び受入溝３３が設けられ長手方向に見てＨ字
状とされている。図例では、係合溝３２の溝幅寸法と受入溝３３の溝幅寸法とを略同寸法
とし、係合溝３２の溝深さ寸法と受入溝３３の溝深さ寸法とを略同寸法とした例を示して
いるが、このような態様に限られない。なお、この床側フレーム３１は、適宜の金属系材
料から形成されたものであってもよい。
【００３０】
　また、図例では、床側フレーム３１の壁厚方向両側に、壁厚方向両側面を被覆する化粧
材３１ａ，３１ａを設けた例を示している。図例では、両側の化粧材３１ａ，３１ａを、
比較的に壁厚方向に沿う寸法が大とされた帯板状部材とした例を示しているが、薄いシー
ト状とされたものであってもよい。また、これら化粧材３１ａ，３１ａの壁厚方向外側に
向く表面が床側フレーム３１の係合溝３２に下端凸部１５が嵌め込まれた間仕切パネル１
０の壁厚方向外側に向く表面と略同一平面状となる構成としてもよい。
【００３１】
　不陸調整部材３５のベース部材３６は、床側フレーム３１の受入溝３３の溝底を区画す
る溝底片部３４に対向される上側片部３７と、この上側片部３７の壁厚方向両端から床２
側に向けて延出する両側片部３８，３８と、を備えている。また、床側フレーム３１の溝
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底片部３４及びベース部材３６の上側片部３７に、互いに連通される配線挿通孔３４ｂ，
３７ｂを設けた構成としている。このような構成とすれば、図２に示すように、ベース部
材３６の両側片部３８，３８間の空間を配線空間として利用することができる。また、床
側フレーム３１の溝底片部３４及びベース部材３６の上側片部３７の配線挿通孔３４ｂ，
３７ｂを介して配線空間に配線されたケーブル４を間仕切パネル１０側に導出させたり、
間仕切パネル１０側のケーブル４を配線空間側に導出させたりすることができる。
【００３２】
　このベース部材３６は、床側フレーム３１の受入溝３３に嵌め込まれるように挿入され
る。このベース部材３６の壁厚方向に沿う寸法は、受入溝３３の溝幅寸法に応じた寸法と
されている。また、このベース部材３６の上下方向に沿う寸法は、受入溝３３に嵌め込ま
れるベース部材３６を目立ち難くする観点や床側フレーム３１の床２への接触を抑制する
観点等から適宜の寸法としてもよい。このベース部材３６の上下方向に沿う寸法は、この
ベース部材３６に突出高さが最小とされた後記する高さ調整部材３９を設けた状態で床側
フレーム３１が床２に当接しないように適宜の寸法としてもよい。図例では、このベース
部材３６の上下方向に沿う寸法を、受入溝３３の溝深さ寸法と略同寸法とした例を示して
いるが、このような態様に限られない。また、このベース部材３６の長さ寸法は、取扱性
や施工性等の観点から適宜の寸法としてもよく、床側フレーム３１の長さ寸法と略同寸法
としてもよく、床側フレーム３１の長さ寸法よりも小としてもよい。また、このベース部
材３６は、適宜の金属系材料から形成されたものであってもよい。
【００３３】
　ベース部材３６の配線挿通孔３７ｂは、上側片部３７を厚さ方向（上下方向）に貫通す
るように設けられている。床側フレーム３１の配線挿通孔３４ｂは、溝底片部３４を厚さ
方向（上下方向）に貫通するように設けられている。これら配線挿通孔３４ｂ，３７ｂは
、互いに一致した位置となるように設けられている。図例では、これら配線挿通孔３４ｂ
，３７ｂを、壁幅方向に長尺な長孔状とした例を示しているが、このような態様に限られ
ない。また、これら配線挿通孔３４ｂ，３７ｂは、床側フレーム３１及びベース部材３６
の長手方向に間隔を空けて複数箇所に設けられている。また、これら配線挿通孔３４ｂ，
３７ｂは、間仕切パネル１０の下端部に設けられた配線挿通孔に連通するように設けられ
ている（図２参照）。なお、ベース部材３６の側片部３８及び床側フレーム３１の側片部
にも互いに連通する配線挿通孔を設けた構成としてもよい。
　また、ベース部材３６には、高さ調整部材３９の被取付部３９ｂが取り付けられる取付
部３７ｃが設けられている。図例では、取付部３７ｃを、ベース部材３６の上側片部３７
を厚さ方向（上下方向）に貫通する取付孔とした例を示している。また、この取付部３７
ｃを、壁幅方向に長尺な長孔状とした例を示しているが、このような態様に限られない。
また、この取付部３７ｃは、図３（ｂ）に示すように、ベース部材３６の長手方向に間隔
を空けて複数箇所に設けられている。
【００３４】
　また、床側フレーム３１及びベース部材３６には、これらを床２に固定するねじ等の固
着具の軸部が挿通される止具挿通孔３４ａ，３７ａが設けられている。床側フレーム３１
及びベース部材３６は、止具挿通孔３４ａ，３７ａを介して床２に止着された固着具によ
って床２に対して固定されるものでもよく、固着具に代えて、または加えて接着剤や粘着
材等によって床２に対して固定されるものでもよい。これら止具挿通孔３４ａ，３７ａは
、上記と概ね同様、溝底片部３４及び上側片部３７を厚さ方向に貫通するように設けられ
ている。また、これら止具挿通孔３４ａ，３７ａは、互いに一致した位置となるように設
けられている。また、図例では、これら止具挿通孔３４ａ，３７ａを、短径が配線挿通孔
３４ｂ，３７ｂの短径よりも小とされた壁幅方向に長尺な長孔状とした例を示しているが
、このような態様に限られない。また、これら止具挿通孔３４ａ，３７ａは、床側フレー
ム３１及びベース部材３６の長手方向に間隔を空けて複数箇所に設けられていてもよく、
長手方向両端部に設けられていてもよい。また、ベース部材３６の止具挿通孔３７ａと取
付部３７ｃとは、互いに兼用されるものであってもよい。なお、ベース部材３６としては
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、上側片部３７と両側片部３８，３８とを有し、長手方向に見て下向き開口の略Ｃ字状（
略Ｕ字状、略コ字状）とされたものに限られず、方形状等とされたものでもよく、その他
、種々の形状とされたものであってもよい。
【００３５】
　高さ調整部材３９は、本実施形態では、図３（ｂ）に示すように、ベース部材３６の上
面からの高さ寸法が異なる寸法とされたスペーサ部３９ａを備えた複数種の高さ調整部材
３９Ａ，３９Ｂ，３９Ｃによって構成されている。このような構成とすれば、床側フレー
ム３１が水平状に配されるように適宜の高さ寸法とされたスペーサ部３９ａを有した高さ
調整部材３９を選択してベース部材３６に取り付けることで床側フレーム３１を水平状に
支持することができる。
　高さ調整部材３９の被取付部３９ｂは、ベース部材３６の取付部３７ｃに挿入される柱
状とされている。図例では、被取付部３９ｂを円柱状とした例を示しているが、このよう
な態様に限られない。この被取付部３９ｂは、取付部３７ｃに圧入されるものであっても
よい。また、この被取付部３９ｂは、比較的に高硬度のゴム等の弾性材料から形成された
ものであってもよい。
【００３６】
　高さ調整部材３９のスペーサ部３９ａは、被取付部３９ｂよりも大径状とされている。
図例では、スペーサ部３９ａを、円板状（円柱状）とした例を示している。また、図例で
は、スペーサ部３９ａの高さ寸法（上下方向に沿う寸法）が小とされた高さ調整部材３９
Ａと、スペーサ部３９ａの高さ寸法が中とされた高さ調整部材３９Ｂと、スペーサ部３９
ａの高さ寸法が大とされた高さ調整部材３９Ｃと、を例示している。このスペーサ部３９
ａは、比較的に高硬度のゴム等の弾性材料から形成されたものであってもよい。なお、高
さ調整部材３９としては、スペーサ部３９ａの高さ寸法が異なる３種類の高さ調整部材３
９Ａ，３９Ｂ，３９Ｃに限られず、４種類以上の高さ調整部材を備えたものであってもよ
い。また、スペーサ部３９ａとしては、互いに接離自在とされた複数層の積層体の積層枚
数を調整することで高さ寸法を可変とした態様としてもよい。
【００３７】
　不陸調整部材３５は、床２に設置されたベース部材３６の上側片部３７と床側フレーム
３１の溝底片部３４との間に溝底片部３４が水平となるように適宜の高さ寸法とされたス
ペーサ部３９ａを介在させることで床２の不陸の吸収が可能とされている。つまり、不陸
調整部材３５は、床２の不陸によって傾斜状に配されるベース部材３６に対して床側フレ
ーム３１が水平状となるように適宜の高さ調整部材３９をベース部材３６に取り付けるこ
とで床２の不陸の吸収が可能とされている。なお、図３（ｂ）では、床２の不陸による傾
斜角度を比較的に大とした例を示しているが、このような態様に限られない。
　また、不陸調整部材３５を備えたパネル下端保持装置３０としては、上記したような構
成とされたものに代えて、図４（ｂ）に示す変形例に係るパネル下端保持装置３０Ａを採
用するようにしてもよい。
【００３８】
　本変形例に係るパネル下端保持装置３０Ａは、不陸調整部材３５Ａの構成が上記した例
とは主に異なる。本変形例では、高さ調整部材３９Ｄに、ベース部材３６Ａの上面側に長
手方向に沿って間隔を空けて設けられた雌ねじ部３７ｄにねじ合わされる雄ねじ部３９ｄ
を設けた構成としている。このような構成とすれば、ベース部材３６Ａの雌ねじ部３７ｄ
に対して高さ調整部材３９Ｄの雄ねじ部３９ｄのねじ合わせ量を調整することで高さ調整
部材３９Ｄの突出高さを調整することができる。これにより、上記した例と比べて、突出
高さの微調整を可能としながらも、部品点数を削減することができ、取扱性を向上させる
ことができる。
　ベース部材３６Ａの上側片部３７Ａには、取付部を構成する雌ねじ部３７ｄが厚さ方向
に貫通して設けられている。この雌ねじ部３７ｄは、上記同様、ベース部材３６Ａの長手
方向に間隔を空けて複数箇所に設けられている。また、この雌ねじ部３７ｄは、ベース部
材３６Ａの上側片部３７Ａに一体的（固定的）にまたは別体的に設けられたナットによっ



(11) JP 2021-143560 A 2021.9.24

10

20

30

40

50

て構成されたものであってもよい。
【００３９】
　高さ調整部材３９Ｄは、雄ねじ部３９ｄの基端側に頭部３９ｃを有したボルト状とされ
ている。頭部３９ｃには、当該高さ調整部材３９Ｄの雄ねじ部３９ｄをベース部材３６Ａ
の雌ねじ部３７ｄにねじ合わせる際に操作される操作部が設けられている。図例では、ド
ライバーの先端部が係合する十字穴状の操作部とした例を示しているが、このような態様
に限られない。
　この不陸調整部材３５Ａにおいても上記と概ね同様、ベース部材３６Ａに対して床側フ
レーム３１が水平状となるように高さ調整部材３９Ａをベース部材３６Ａに対してねじ合
わせて取り付けることで床２の不陸の吸収が可能とされている。なお、不陸調整部材３５
，３５Ａとしては、上記したような態様とされたものに限られず、その他、種々の変形が
可能である。
【００４０】
　上側フレーム４１は、図２に示すように、壁幅方向に長尺状とされている。この上側フ
レーム４１の長さ寸法は、取扱性や施工性等の観点から適宜の寸法としてもよく、また、
間仕切パネル１０のパネル幅寸法を概ね整数倍したような寸法であってもよく、例えば、
６００ｍｍ～４０００ｍｍ程度であってもよい。この上側フレーム４１の長さ寸法を、上
記した床側フレーム３１の長さ寸法と略同寸法としてもよい。
　また、本実施形態では、上側フレーム４１に、間仕切パネル１０の上端凸部１４が嵌め
込まれる係合溝４２を設けた構成としている。このような構成とすれば、間仕切パネル１
０の上端凸部１４を上側フレーム４１の係合溝４２に嵌め込むことで間仕切パネル１０の
上端側の壁厚方向への移動を抑制することができる。この係合溝４２は、下方側に向けて
開口するように、かつ上側フレーム４１の全長に亘って延びるように設けられ、溝長手方
向に見て略方形溝状とされている。
【００４１】
　また、本実施形態では、上側フレーム４１に、上方側に向けて開口し、かつ上側フレー
ム４１の全長に亘って延びる受入溝４３を設けた構成としている。このような構成とすれ
ば、上側フレーム４１の受入溝４３にケーブル４を収容させることができる。つまり、上
側フレーム４１は、上記した床側フレーム３１と同様、上下両側に開口する係合溝４２及
び受入溝４３が設けられ長手方向に見てＨ字状とされている。また、これら係合溝４２及
び受入溝４３の溝底を区画する溝底片部４４には、上記と概ね同様、長手方向に長尺な長
孔状の配線挿通孔４４ｂが長手方向に間隔を空けて厚さ方向に貫通するように設けられて
いる。この配線挿通孔４４ｂは、間仕切パネル１０の上端部に設けられた配線挿通孔１２
に連通するように設けられている。なお、上側フレーム４１の側片部にも配線挿通孔を設
けた構成としてもよい。
【００４２】
　また、図例では、係合溝４２の溝幅寸法と受入溝４３の溝幅寸法とを略同寸法とし、係
合溝４２の溝深さ寸法と受入溝４３の溝深さ寸法とを略同寸法とした例を示しているが、
このような態様に限られない。
　また、図例では、上側フレーム４１の壁厚方向両側に、壁厚方向両側面を被覆する上記
同様な化粧材４１ａ，４１ａを設けた例を示している。なお、この上側フレーム４１と床
側フレーム３１とは、押出成形された同様の構成とされた部材を適宜、切断して形成され
たものであってもよい。このような構成とすれば、部品の共通化を図ることができ、取扱
性を向上させることができる。
【００４３】
　また、図例では、受入溝４３を覆うように装着されるカバー材４０を設けた例を示して
いる。このような構成とすれば、受入溝４３に配線されたケーブル４を目立ち難くするこ
とができ、また、塵埃等を受入溝４３に溜まり難くすることができる。このカバー材４０
は、受入溝４３に嵌め込まれるように挿入される。このカバー材４０は、上側片部とこの
上側片部の壁厚方向両端から床２側に向けて延出する両側片部とを有し、長手方向に見て
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下向き開口の略Ｃ字状（略Ｕ字状、略コ字状）とされている。
　また、図例では、このカバー材４０の上面に取り付けられる照明部材７を設けた例を示
している。このような構成とすれば、この照明部材７を間仕切壁上端の間接照明として機
能させることができる。この照明部材７は、テープ状基材に光源となるＬＥＤ（発光ダイ
オード）を長手方向に間隔を空けて設けたいわゆるテープＬＥＤとされている。なお、照
明部材７としては、このような構成とされたものに限られず、その他、種々の構成とされ
たものであってもよい。また、このような照明部材７を設けていない構成としてもよく、
また、カバー材４０を設けていない構成としてもよい。
【００４４】
　一対の支柱２０，２０は、図１に示すように、上下方向に長尺な略四角柱状とされてい
る。これら支柱２０，２０の上下寸法は、間仕切パネル１０の上下寸法に応じた寸法とさ
れている。つまり、本実施形態では、支柱２０，２０は、図６（ｃ）に示すように、天井
面３との間に空間を隔てて設置される上下寸法とされている。このような構成とすれば、
当該間仕切壁装置１によって構築される間仕切壁の上方側に空間を形成することができる
。これにより、間仕切壁の壁厚方向両側の空間の空調や照明等の設備機器を共用するよう
なことも可能となる。換言すれば、間取変更をする際に、設備機器の移設の必要性を軽減
することができる。なお、各支柱２０，２０は、互いに同様の構成であるので、以下では
、１つを例にとって説明する。
　この支柱２０の四周側部には、図３（ａ）及び図４（ａ）に示すように、上側フレーム
４１及び床側フレーム３１の両方または一方を固定する固定具２７の支柱側片部２８を受
け入れる受入溝２１が設けられている。また、支柱２０の四周側部には、受入溝２１を覆
うように取り外し可能に取り付けられた溝埋部材２５が設けられている。
【００４５】
　上記のような構成とすれば、支柱２０の受入溝２１に支柱側片部２８が受け入れられた
固定具２７を介して上側フレーム４１及び床側フレーム３１の両方または一方を支柱２０
に固定することができる。また、固定具２７の支柱側片部２８が支柱２０の側面から突出
するようなことがなく、支柱側片部２８と他の部材（本実施形態では、柱状連結部材１７
，１７Ａ）との干渉を抑制することができる。また、支柱２０の四周側部のうち、上側フ
レーム４１及び床側フレーム３１の両方または一方を固定する必要のある側部の溝埋部材
２５を取り外して受入溝２１を設けることができる。これにより、当該支柱２０を、フレ
ーム固定本数や設置向きを問わずにフレキシブルに設置することができる。
【００４６】
　例えば、図１及び図３（ａ）に示すように、支柱２０の四周側部のうちの一つの側部の
溝埋部材２５を取り外して設けられた受入溝２１に固定具２７を装着することができる。
これにより、この受入溝２１の溝開口側に間仕切パネル１０を設けることで、受入溝２１
の溝開口方向に向けて延びる間仕切壁を構築することができる。また、図５（ａ）に示す
ように、支柱２０の四周側部のうちの互いに交差する二つの側部の溝埋部材２５，２５を
取り外して設けられた受入溝２１，２１に固定具２７，２７を装着することもできる。こ
れにより、これら受入溝２１，２１の溝開口側のそれぞれに間仕切パネル１０，１０を設
けることで、平面視して略Ｌ字状となる間仕切壁を構築することができる。また、図５（
ｂ）に示すように、支柱２０の四周側部のうちの三つの側部の溝埋部材２５，２５，２５
を取り外して設けられた受入溝２１，２１，２１に固定具２７，２７，２７を装着するこ
ともできる。これにより、これら受入溝２１，２１，２１の溝開口側のそれぞれに間仕切
パネル１０，１０，１０を設けることで、平面視して略Ｔ字状となる間仕切壁を構築する
ことができる。また、図示を省略しているが、支柱２０の四周側部全ての溝埋部材２５，
２５，２５，２５を取り外して設けられた受入溝２１，２１，２１，２１に固定具２７，
２７，２７，２７を装着することもできる。これにより、これら受入溝２１，２１，２１
，２１の溝開口側のそれぞれに間仕切パネル１０，１０，１０，１０を設けることで、平
面視して略＋状となる間仕切壁を構築することができる。
【００４７】
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　受入溝２１は、支柱２０の四周の各側面において開口するように設けられている。本実
施形態では、受入溝２１を、支柱２０の四周の各側部に全長に亘って延びるように設けた
構成としている。なお、四周の各側部の受入溝２１及び溝埋部材２５は、互いに同様の構
成であるので、以下では、１つを例にとって説明する。
　この受入溝２１は、上側フレーム４１及び床側フレーム３１を当該支柱２０に固定する
固定具２７，２７の支柱側片部２８，２８を受け入れる構成とされている。また、受入溝
２１は、上記した柱状連結部材１７，１７Ａの側部が嵌め込まれる係合凹所としても機能
する。このような構成とすれば、支柱２０と間仕切パネル１０とを柱状連結部材１７，１
７Ａを介して連結することができ、これらの間の隙間を柱状連結部材１７，１７Ａによっ
て遮蔽することができる。また、柱状連結部材１７，１７Ａによって支柱２０に対する間
仕切パネル１０の壁厚方向への変位を抑制することができる。
【００４８】
　この受入溝２１の溝開口側には、溝幅方向両側から互いに対向する方向に向けて突出す
る突片部２２，２２が設けられている。これら突片部２２，２２は、受入溝２１の溝底側
よりも溝開口側の溝幅寸法を小さくするように設けられている。
　この受入溝２１の溝開口側の溝幅寸法は、柱状連結部材１７，１７Ａの壁厚方向に沿う
寸法に応じた寸法とされている。また、この受入溝２１の溝深さ寸法は、柱状連結部材１
７，１７Ａの側部が嵌め込まれた状態で中央部が露出するように適宜の寸法とされている
。
　また、受入溝２１の溝底は、支柱２０の軸心側に設けられた軸心側柱状部２３によって
区画されている。この軸心側柱状部２３に、固定具２７を支柱２０に固定するねじ等の固
着具が止着されるものでもよい。また、図例では、略四角柱状とされた軸心側柱状部２３
の軸心部に、全長に亘って貫通する中空部を設けた例を示している。
【００４９】
　溝埋部材２５は、支柱２０の外周側に向く面が支柱２０の側面と略同一平面状となるよ
うに受入溝２１内に装着されている。この溝埋部材２５の受入溝２１溝深さ方向に沿う寸
法は、受入溝２１の溝深さ寸法と略同寸法とされている。また、この溝埋部材２５の受入
溝２１溝幅方向に沿う寸法は、受入溝２１の溝開口側の溝幅寸法と略同寸法とされている
。図例では、この溝埋部材２５を、支柱２０長手方向に見て略方形状とした例を示してい
る。この溝埋部材２５は、例えば、接着剤や粘着材等によって、受入溝２１の溝底に対し
て取り外し自在に固定されたものであってもよい。
　また、支柱２０の四周の各側面には、適宜の化粧シートが貼着されている。図例では、
支柱２０の四隅の表面、突片部２２の先端面及び突片部２２の先端部の軸心側に向く面に
一連状に化粧シートを貼着した例を示している。なお、溝埋部材２５の少なくとも支柱２
０の外周側に向く面にも同色同柄状の化粧シートが貼着されていてもよい。また、溝埋部
材２５の支柱２０の外周側に向く面も含んで支柱２０の四周の側面に一連状に化粧シート
を貼着した態様としてもよい。この場合は、この化粧シートを切除することで溝埋部材２
５の取り外しが可能とされたものであってもよい。
【００５０】
　また、支柱２０の上端部には、図４（ａ）に示すように、当該支柱２０の上端部に固定
される複数の上側フレーム４１の受入溝４３同士を連通させる上端凹所２４が設けられて
いる（図１も参照）。このような構成とすれば、支柱２０の上端部に固定される複数の上
側フレーム４１の受入溝４３に配線されるケーブル４を支柱２０によって分断させること
なく上端凹所２４を介して配線することができる。この上端凹所２４は、支柱２０の上端
部の四周の各側面において開口するように、かつ支柱２０を各側面に対して直交する方向
に貫通するように設けられている。また、上端凹所２４は、上方側に向けて開口するよう
に切欠状に設けられている。なお、図１に示すように、上側フレーム４１が固定されない
側部の上端凹所２４を覆うカバー材を設けた構成としてもよい。また、支柱２０は、適宜
の金属系材料から形成されたものであってもよい。また、溝埋部材２５は、支柱２０と同
様な材料から形成されたものであってもよく、または、合成樹脂系材料等から形成された
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ものであってもよい。
【００５１】
　支柱２０と上側フレーム４１及び下側フレーム３１とは、縦勝状に連結される構成とさ
れている。また、支柱２０に上側フレーム４１を固定する固定具２７と支柱２０に床側フ
レーム３１を固定する固定具２７とは、同一部品とされている。
　この固定具２７は、支柱２０に固定される支柱側片部２８と、上側フレーム４１及び下
側フレーム３１に固定されるフレーム側片部２９と、を備えている。図例では、この固定
具２７を、壁厚方向に見て略Ｌ字状とした例を示している。
　支柱側片部２８は、壁幅方向に厚さ方向を沿わせた板状とされ、支柱２０の受入溝２１
の溝底に沿うように配される構成とされている。図例では、この支柱側片部２８の壁厚方
向に沿う寸法を、溝開口側の溝幅寸法よりも大とし、受入溝２１の溝底の溝幅寸法に応じ
た寸法とした例を示している。
　また、この支柱側片部２８には、ねじ等の固着具の軸部が挿通される挿通孔が設けられ
ている。この支柱側片部２８は、挿通孔を介して軸心側柱状部２３に止着された固着具に
よって支柱２０に固定される。
【００５２】
　フレーム側片部２９は、上下方向に厚さ方向を沿わせた板状とされ、上側フレーム４１
及び下側フレーム３１の溝底片部４４，３４に沿うように配される構成とされている。こ
のフレーム側片部２９は、上側フレーム４１及び下側フレーム３１の溝底片部４４，３４
の上面側及び下面側のうちの一方に沿うように配されるものでもよい。このフレーム側片
部２９には、ねじ等の固着具の軸部が挿通される挿通孔が設けられている。このフレーム
側片部２９は、挿通孔を介して溝底片部４４，３４に止着された固着具によって上側フレ
ーム４１及び下側フレーム３１に固定される。
　また、フレーム側片部２９の支柱側片部２８側となる基端部に、受入溝２１の溝開口側
に設けられた突片部２２，２２に係合して固定具２７の受入溝２１開口側への移動を抑制
する係合部２９ａ，２９ａを設けた構成としている。図例では、フレーム側片部２９の先
端部側を溝底片部４４，３４の壁厚方向に沿う寸法に応じた寸法とし、係合部２９ａ，２
９ａを、段部状とした例を示しているが、このような態様に限られない。例えば、係合部
２９ａ，２９ａを、突片部２２，２２を受け入れる切欠凹所状としてもよい。なお、固定
具２７は、適宜の金属系材料から形成されたものであってもよい。また、支柱２０に上側
フレーム４１及び床側フレーム３１を固定する固定具２７としては、上記のような構成と
されものに限られず、その他、種々の構成とされたものであってもよい。
【００５３】
　また、間仕切壁装置１は、図４（ａ）に示すように、支柱２０の下端側を床２に固定す
る固定ベース２６を備えている。つまり、支柱２０の下端側は、固定ベース２６を介して
床２に固定される。この固定ベース２６は、平面視して支柱２０に重なり合うように配さ
れる構成とされている。このような構成とすれば、支柱２０の下端部から外側に向けて突
出する固定片部を介して支柱２０の下端側を床２に固定するようなものと比べて、見栄え
を向上させることができる。
　この固定ベース２６は、床２にねじ等の固着具や接着剤、粘着材等によって固定される
ベース部２６ａと、支柱２０に係合される係合部２６ｂと、を備えている。図例では、係
合部２６ｂを、支柱２０の四周の各側部に設けられた受入溝２１の下端開口を介して嵌め
込まれるように挿入される凸部状とした例を示している。なお、このような態様に代えて
、軸心側柱状部２３の中空部の下端開口を介して嵌め込まれるような係合部２６ｂを設け
た構成等としてもよい。支柱２０は、その下端が床２に固定された固定ベース２６に保持
されることで自立可能な構成とされていてもよい。なお、支柱２０の下端側を床２に固定
する態様としては、上記のような構成とされたものに限られず、例えば、床２に固定され
る床側フレーム３１を介して床２に固定されるものであってもよい。
【００５４】
　上記のような構成とされた間仕切壁装置１は、図６に示すように、本実施形態に係る間
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仕切壁施工方法によって以下のようにして施工するようにしてもよい。
　この間仕切壁施工方法は、図６（ａ）に示すように、下端を床２側に固定して第１支柱
２０Ａを設置する工程を備えている。この際、上記した固定ベース２６を床２に固定し、
次いで、第１支柱２０Ａの下端を固定ベース２６に保持させて第１支柱２０Ａを床２上に
設置するようにしてもよい。
　また、間仕切壁施工方法は、この第１支柱２０Ａの下端部に第１端部を連結するように
壁幅方向に延びる床側フレーム３１を配置する工程を備えている。この際、床２上に配置
された不陸調整部材３５のベース部材３６に、床側フレーム３１を保持させて床側フレー
ム３１の水平レベルを確認し、適宜、必要に応じて上記した高さ調整部材３９を用いて床
側フレーム３１が水平状となるように設置するようにしてもよい。また、床側フレーム３
１（及びベース部材３６）を、床２に対してねじ等の固着具や接着剤、粘着材等によって
固定するようにしてもよい。また、この床側フレーム３１の第１端部と第１支柱２０Ａの
下端部とを固定具２７によって連結する。なお、第１支柱２０Ａの下端側を固定ベース２
６に保持させる前に、第１支柱２０Ａの受入溝２１に固定具２７を係合させて固定してお
いてもよい。または、床側フレーム３１側に固定具２７を予め固定しておくようにしても
よい。
【００５５】
　また、間仕切壁施工方法は、図６（ｂ）に示すように、隣り合う間仕切パネル１０，１
０間に、これらを連結する柱状連結部材１７を介在させ、それぞれの下端凸部１５を床側
フレーム３１に保持させて複数枚の間仕切パネル１０，１０を配置する工程を備えている
。本実施形態では、第１支柱２０Ａとこれに隣接される間仕切パネル１０との間にも柱状
連結部材１７Ａを介在させるようにしている。まず、第１支柱２０Ａの受入溝２１に柱状
連結部材１７Ａの一方の側部を嵌め入れて柱状連結部材１７Ａを設置し、次いで、この柱
状連結部材１７Ａの他方の側部を一方の係合凹所１６に嵌め入れて間仕切パネル１０を設
置するようにしてもよい。また、この間仕切パネル１０の他方の係合凹所１６に柱状連結
部材１７の一方の側部を嵌め入れて柱状連結部材１７を設置し、次いで、この柱状連結部
材１７の他方の側部を一方の係合凹所１６に嵌め入れて次の間仕切パネル１０を設置する
ようにしてもよい。以下、同様にして間仕切パネル１０及び柱状連結部材１７を順次、設
置するようにしてもよい。なお、この際、図示を省略しているが、取付凹所１８ａが設け
られた柱状連結部材１７と、取付凹所１８ａが設けられていない柱状連結部材１７Ａと、
を適宜、選択して設置するようにしてもよい。
【００５６】
　また、間仕切壁施工方法は、床側フレーム３１の第２端部に下端部を連結するように下
端を床２側に固定して第２支柱２０Ｂを設置する工程を備えている。この際、上記同様、
固定ベース２６を床２に固定し、次いで、第２支柱２０Ｂの下端を固定ベース２６に保持
させて第２支柱２０Ｂを床２上に設置し、この第２支柱２０Ｂの下端部と床側フレーム３
１の第２端部とを固定具２７によって連結するようにしてもよい。また、上記同様、この
固定具２７を、第２支柱２０Ｂまたは床側フレーム３１に予め固定しておくようにしても
よい。また、本実施形態では、この第２支柱２０Ｂとこれに隣接される間仕切パネル１０
との間にも柱状連結部材１７を介在させるようにしている。
　また、間仕切壁施工方法は、図６（ｃ）に示すように、間仕切パネル１０の上端凸部１
４を保持する上側フレーム４１の長手方向の各端部を第１支柱２０Ａ及び第２支柱２０Ｂ
の上端部に固定する工程を備えている。この際、上側フレーム４１の長手方向の各端部を
第１支柱２０Ａ及び第２支柱２０Ｂの上端部に固定する固定具２７を、第１支柱２０Ａ及
び第２支柱２０Ｂまたは上側フレーム４１に予め固定しておくようにしてもよい。また、
間仕切パネル１０に上記のような種々の設備機器（図例では、インターホン６や差込接続
器５）が設けられる場合には、上側フレーム４１や床側フレーム３１、間仕切パネル１０
内にケーブル４を配線するようにしてもよい。
【００５７】
　また、このように一対の支柱２０，２０（第１支柱２０Ａ及び第２支柱２０Ｂ）間に壁
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幅方向に複数枚の間仕切パネル１０，１０を設置した後に、同壁幅方向に沿って更に複数
枚の間仕切パネル１０，１０を設置するようにしてもよい。つまり、この場合は、第２支
柱２０Ｂの壁幅方向両側に複数枚の間仕切パネル１０，１０によって間仕切壁が構築され
ることとなる。また、一対の支柱２０，２０（第１支柱２０Ａ及び第２支柱２０Ｂ）間に
複数枚の間仕切パネル１０，１０によって構築された間仕切壁に対して平面視して直交す
る間仕切壁が構築されるように複数枚の間仕切パネル１０，１０を設置するようにしても
よい（図５参照）。なお、上記設置手順は、一例に過ぎず、種々の変形が可能である。
【００５８】
　上記した例では、天井面３との間に空間が形成されるように間仕切壁を構築した例を示
しているが、本実施形態に係る間仕切壁装置１の一変形例は、天井面３に至るまでの間仕
切壁の構築も可能とされている。
　この間仕切壁装置１は、図７（ａ）に示すように、一対の支柱２０，２０の上方側に取
り付けられ、上端が天井面３に当接される一対の補助支柱２０Ｃ，２０Ｃを備えている。
また、間仕切壁装置１は、これら一対の補助支柱２０Ｃ，２０Ｃ間に延びるように天井面
３に沿って配される天井側フレーム４８と、この天井側フレーム４８と上側フレーム４１
との間に配されて上下方向に伸縮自在とされたボード固定部材４５と、を備えている。ま
た、間仕切壁装置１は、これら天井側フレーム４８と上側フレーム４１との間の空間を塞
ぐように、ボード固定部材４５の壁厚方向両側に固定される補助ボード１３Ａ，１３Ａを
備えている。
【００５９】
　上記のような構成とすれば、ボード固定部材４５の壁厚方向両側に固定された補助ボー
ド１３Ａ，１３Ａによって天井側フレーム４８と上側フレーム４１との間の空間を塞ぐこ
とができる。これにより、上記のように天井側の躯体の影響を受けることなく設置可能で
ありながらも、遮光や遮音等のために天井面３に至るまでの間仕切壁を構築したいような
場合にも対応することができる。また、ボード固定部材４５を伸縮させることで、天井面
３に不陸があるような場合にも不陸を吸収して天井側フレーム４８を天井面３に沿わせて
設置することができる。また、これら一対の補助支柱２０Ｃ，２０Ｃ、天井側フレーム４
８、ボード固定部材４５及び補助ボード１３Ａ，１３Ａを設置しないようにすれば、上記
したように当該間仕切壁装置１によって構築される間仕切壁の上方側に空間を形成するこ
とができる。
【００６０】
　補助支柱２０Ｃは、上記した支柱２０と概ね同様の構成とされている。この補助支柱２
０Ｃは、押出成形された支柱２０となる長尺部材を適宜、切断して形成されたものであっ
てもよい。このような構成とすれば、部品の共通化を図ることができる。また、この補助
支柱２０Ｃと支柱２０とは、適宜の連結具によって連結されるものでもよい。また、この
補助支柱２０Ｃの受入溝２１に、補助支柱２０Ｃと天井側フレーム４８とを連結する上記
同様な固定具２７を係合させて固定するようにしてもよい。また、この補助支柱２０Ｃの
上端部を天井面３に固定する上記同様な固定ベース２６を設けた構成としてもよい。
【００６１】
　天井側フレーム４８は、壁幅方向に長尺状とされている。この天井側フレーム４８には
、ボード固定部材４５の上端凸部４６ｂを受け入れる受入溝４９が設けられている。この
受入溝４９は、下方側に向けて開口するように、かつ天井側フレーム４８の全長に亘って
延びるように設けられ、溝長手方向に見て略方形溝状とされている。この天井側フレーム
４８の受入溝４９は、上側片部とこの上側片部の壁厚方向両端から下方側に向けて延出す
る両側片部とによって区画されている。この天井側フレーム４８の壁厚方向両面に壁厚方
向両側の補助ボード１３Ａ，１３Ａが固定される。この天井側フレーム４８の壁厚方向に
沿う寸法は、補助ボード１３Ａ，１３Ａの壁厚方向外側に向く表面が間仕切パネル１０の
壁厚方向外側に向く表面と略同一平面状となるように適宜の寸法としてもよい。また、こ
の天井側フレーム４８は、ねじ等の固着具や接着剤、粘着材等によって天井面３に沿って
固定されるものでもよい。また、この天井側フレーム４８は、金属系材料から形成された
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ものでもよいが、天井面３の不陸に追従可能なように合成樹脂系材料から形成されたもの
であってもよい。
【００６２】
　ボード固定部材４５は、図７（ｂ）に示すように、本実施形態では、上下方向に伸縮可
能な二重筒状構造とされている。このボード固定部材４５は、外側筒状部を構成する本体
部４６と、この本体部４６に内嵌状に設けられ、内側筒状部を構成する伸縮部４７と、を
備えている。
　本体部４６は、壁厚方向両面に壁厚方向両側の補助ボード１３Ａ，１３Ａが固定される
。この本体部４６の壁幅方向及び上下方向に沿う寸法は、壁厚方向両側の補助ボード１３
Ａ，１３Ａを安定的に固定可能なように適宜の寸法としてもよい。また、この本体部４６
の壁厚方向に沿う寸法は、補助ボード１３Ａ，１３Ａの壁厚方向外側に向く表面が間仕切
パネル１０の壁厚方向外側に向く表面と略同一平面状となるように適宜の寸法としてもよ
い。
　また、この本体部４６の上端部には、天井側フレーム４８の受入溝４９に嵌め込まれる
上端凸部４６ｂが設けられている。この上端凸部４６ｂは、本体部４６の上端部の壁厚方
向両側に段差が形成されるように設けられている。
【００６３】
　伸縮部４７は、本体部４６の下方側開口を介して本体部４６内に一部が収容され、本体
部４６に対して伸縮される。この伸縮部４７の下端部は、上側フレーム４１の受入溝４３
に挿入される。この伸縮部４７の下端部に、上側フレーム４１の受入溝４３に配線される
ケーブル４を受け入れる受入凹所を設けた構成としてもよい。
　また、この伸縮部４７及び本体部４６には、本体部４６に対する伸縮部４７の伸縮位置
を固定する固定部及び被固定部を構成する固着具４６ａ及び複数の雌ねじ部４７ａが設け
られている。図例では、伸縮部４７の壁幅方向両側に、上下方向に間隔を空けて複数の雌
ねじ部４７ａを設け、本体部４６の壁幅方向両側に、伸縮部４７の雌ねじ部４７ａにねじ
合わされる雄ねじ部を有した固着具４６ａを設けた例を示しているが、このような態様に
限られない。
【００６４】
　このボード固定部材４５は、間仕切パネル１０，１０間に設けられる柱状連結部材１７
の直上に位置するように設けられるものでもよい。また、このボード固定部材４５の表面
は、柱状連結部材１７の表面と同色状とされたものでもよい。また、このボード固定部材
４５は、金属系材料や合成樹脂系材料から形成されたものであってもよい。また、ボード
固定部材４５の伸縮構造としては、上記したような構造に限られず、例えば、アジャスタ
ボルト状部材を備えたものでもよく、その他、種々の構造とされたものであってもよい。
　このボード固定部材４５の壁厚方向両側に固定される補助ボード１３Ａ，１３Ａは、間
仕切パネル１０の面材１３と同様の構成とされたものであってもよい。図例では、間仕切
パネル１０，１０間の目地状溝の略直上に同様の目地状溝が形成されるように、補助ボー
ド１３Ａの壁幅方向に沿う寸法を間仕切パネル１０の面材１３の壁幅方向に沿う寸法と略
同寸法とした例を示している。なお、このような態様に代えて、補助支柱２０Ｃ，２０Ｃ
間に亘って一連状に補助ボード１３Ａを設けた構成としてもよい。
【００６５】
　次に、上記した間仕切壁装置１を用いた間仕切壁構造の一例について図８を参照して説
明する。なお、図８の例では、天井面３との間に空間が形成されるように間仕切壁を構築
した例を示しているが、一部または全ての間仕切壁を、上記したような天井面３に至るま
での間仕切壁としてもよい。
　この間仕切壁構造５０は、間仕切パネル１０，１０を平面視して直交するように連結し
た複数の間仕切ブロック５３～５６を設置した構造とされている。このような構成とすれ
ば、各間仕切ブロック５３～５６がそれぞれに間仕切パネル１０，１０を平面視して直交
するように連結した構造とされているので、各間仕切ブロック５３～５６の設置安定性を
向上させることができる。
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【００６６】
　また、この間仕切壁構造５０は、これら複数の間仕切ブロック５３～５６のうちの第１
間仕切ブロック５３と第２間仕切ブロック５４とが第１連結部材５１を介して互いに連結
された状態で第１方向に離間して設置されている。また、間仕切壁構造５０は、これら第
１連結部材５１を介して連結された第１間仕切ブロック５３及び第２間仕切ブロック５４
に第２連結部材５２を介して連結された状態で第１方向に直交する第２方向に離間して第
３間仕切ブロック５５が設置されている。このような構成とすれば、それぞれに間仕切パ
ネル１０，１０が直交状に設けられた各間仕切ブロック５３～５６が各連結部材５１，５
２を介して互いに直交する第１方向及び第２方向に離間した位置に配されることとなる。
これにより、第１方向や第２方向に沿って負荷が掛けられたような際にも安定性が向上し
、各間仕切ブロック５３～５６の転倒を効果的に抑制することができる。つまり、上記し
たように、支柱２０の下端部を固定ベース２６に係合させて保持させ、間仕切パネル１０
の下端凸部１５を床側フレーム３１の係合溝３２に係合させて保持させたような場合にも
、これら支柱２０や間仕切パネル１０を転倒し難くすることができる。換言すれば、支柱
２０や間仕切パネル１０の下端側を床２に対して直接的に固定することなく簡易に設置可
能でありながらも、これらの転倒を抑制することができる。
【００６７】
　また、本実施形態では、第１連結部材５１及び第２連結部材５２は、それぞれの連結対
象の上端部に連結されている。このような構成とすれば、これら第１連結部材５１及び第
２連結部材５２を、それぞれの連結対象の高さ方向途中部位や下端側部位に連結したもの
と比べて、より安定性を向上させることができ、各間仕切ブロック５３～５６の転倒をよ
り効果的に抑制することができる。また、第１連結部材５１及び第２連結部材５２が邪魔
になるようなことを抑制することができる。
　また、本実施形態では、間仕切ブロック５３～５６における間仕切パネル１０，１０の
交差部及び間仕切パネル１０のパネル幅方向外側端部に、上記した支柱２０を設けた構造
としている。また、この支柱２０に、第１連結部材５１及び第２連結部材５２の長手方向
の各端部を連結した構造としている。このような構成とすれば、各連結部材５１，５２の
長手方向の両端が支柱２０に連結されることとなり、間仕切パネル１０の上端部に連結し
たようなものと比べて、強固に連結することができ、安定性をより向上させることができ
る。
【００６８】
　第１連結部材５１及び第２連結部材５２のうちの一方または両方は、少なくとも長手方
向一端側の連結対象となる間仕切ブロック５３～５６を構成するいずれかの間仕切パネル
１０のパネル幅方向一端側からパネル幅方向外側に向けて延びるように設けられている。
このような構成とすれば、第１連結部材５１及び第２連結部材５２のうちの一方または両
方の長手方向が間仕切パネル１０のパネル幅方向に沿う方向となるので、パネル幅方向途
中部位に対してパネル厚さ方向に連結されたようなものと比べて、安定性をより向上させ
ることができる。
　これら第１連結部材５１及び第２連結部材５２は、上記した上側フレーム４１と同様の
構成とされている。つまり、第１連結部材５１及び第２連結部材５２には、下方側に向け
て開口する係合溝４２（図２等参照）と上方側に向けて開口する受入溝４３（図２等参照
）とが設けられている。このような構成とすれば、これら第１連結部材５１及び第２連結
部材５２の受入溝４３に、ケーブル４を配線することができる。また、これら第１連結部
材５１及び第２連結部材５２と上側フレーム４１とは、押出成形された同様の構成とされ
た部材を適宜、切断して形成されたものであってもよい。このような構成とすれば、部品
の共通化を図ることができ、取扱性を向上させることができる。
　また、これら第１連結部材５１及び第２連結部材５２の長手方向の各端部と支柱２０と
は、上記同様の固定具２７によって連結されていてもよい。また、各間仕切ブロック５３
～５６の間仕切パネル１０の上端側及び下端側には、上記した上側フレーム４１及び床側
フレーム３１（パネル下端保持装置３０）が設けられている。
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【００６９】
　また、間仕切ブロック５３～５６は、平面視してＬ字状、Ｔ字状、Ｃ字状及び方形状の
うちのいずれかの形状となるように間仕切パネル１０，１０を連結した構造とされている
。このような構成とすれば、設置箇所に応じた設置態様で間仕切ブロック５３～５６を設
置することができる。
　図例では、第１間仕切ブロック５３を、平面視して方形状とした例を示している。また
、この第１間仕切ブロック５３を、平面視して正方形状とした例を示している。また、こ
の第１間仕切ブロック５３の各辺部を、３枚の間仕切パネル１０によって構成し、四隅の
支柱２０によって連結した構造としている。なお、この第１間仕切ブロック５３のいずれ
かの辺部に、出入口とこれを開閉する引き戸や開き戸等の建具とを設けた構成としてもよ
い。このような建具は、いずれかの間仕切パネル１０に代えて設置するようにしてもよく
、間仕切パネル１０に建具がユニット化されたものであってもよい。
【００７０】
　また、この第１間仕切ブロック５３に第１連結部材５１を介して連結された第２間仕切
ブロック５４を、平面視してＴ字状とした例を示している。図例では、Ｔ字状とされた第
２間仕切ブロック５４の横辺部の一端に設けられた支柱２０と第１間仕切ブロック５３の
一隅部に設けられた支柱２０とを第１連結部材５１によって連結した構造としている。ま
た、この第１連結部材５１の長手方向を、第１間仕切ブロック５３の一辺部を構成する間
仕切パネル１０及び第２間仕切ブロック５４の横辺部を構成する間仕切パネル１０のパネ
ル幅方向に沿わせた構造としている。
　また、第２間仕切ブロック５４の横辺部と縦辺部との交差部に支柱２０を設けた構造と
している。図例では、この交差部の支柱２０の両側の横辺部を、それぞれ４枚の間仕切パ
ネル１０によって構成した例を示しているが、このような態様に限られない。また、第２
間仕切ブロック５４の縦辺部を、３枚の間仕切パネル１０によって構成した例を示してい
るが、このような態様に限られない。
【００７１】
　また、第３間仕切ブロック５５を、平面視してＣ字状（Ｕ字状、コ字状）とした例を示
している。また、Ｃ字状とされた第３間仕切ブロック５５の各辺部を、３枚の間仕切パネ
ル１０によって構成した例を示しているが、このような態様に限られない。また、第３間
仕切ブロック５５の互いに直交状とされた辺部の交差部に設けられた支柱２０と第２間仕
切ブロック５４の横辺部の一端に設けられた支柱２０とを第２連結部材５２によって連結
した構造としている。また、この第２連結部材５２の長手方向を、第３間仕切ブロック５
５の一辺部を構成する間仕切パネル１０のパネル幅方向に沿わせた構造としている。また
、この第２連結部材５２と第１連結部材５１とを、第２間仕切ブロック５４の横辺部の一
端に設けられた支柱２０を介して互いに直交状に設けた構造としている。
【００７２】
　また、本実施形態では、第２間仕切ブロック５４に第２連結部材５２を介して連結され
た状態で第２方向に離間させて第４間仕切ブロック５６を設置した構造としている。
　また、この第４間仕切ブロック５６を、平面視してＬ字状とした例を示している。また
、Ｌ字状とされた第４間仕切ブロック５６の各辺部を、３枚の間仕切パネル１０によって
構成した例を示しているが、このような態様に限られない。また、この第４間仕切ブロッ
ク５６の一辺部の外側端部に設けられた支柱２０と第２間仕切ブロック５４の交差部の支
柱２０とを第２連結部材５２によって連結した構造としている。また、この第２連結部材
５２の長手方向を、第４間仕切ブロック５６の一辺部を構成する間仕切パネル１０のパネ
ル幅方向に沿わせ、第２間仕切ブロック５４の縦辺部を構成する間仕切パネル１０のパネ
ル幅方向に沿わせた構造としている。
【００７３】
　なお、第１連結部材５１及び第２連結部材５２としては、上側フレーム４１と同様の構
成とされたものに限られず、その他、種々の構成とされたものであってもよい。また、第
１連結部材５１及び第２連結部材５２の各端部の連結対象としては、支柱２０の上端部に
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る上側フレーム４１や間仕切パネル１０、床側フレーム３１等であってもよい。
　また、本実施形態では、平面視した形状が互いに異なる４つの間仕切ブロック５３～５
６を設けた例を示しているが、全てまたは一部同士の平面視した形状が同一状とされたも
のであってもよい。また、４つの間仕切ブロック５３～５６を設けた例を示しているが、
少なくとも第１間仕切ブロック、第２間仕切ブロック及び第３間仕切ブロックを備えたも
のであってもよく、５つ以上であってもよい。また、本実施形態に係る間仕切壁装置１を
用いた間仕切壁構造５０としては、上記したような例に限られず、その他、種々の変形が
可能である。また、本実施形態では、床側フレーム３１を水平状に支持する不陸調整部材
３５を設けた例を示しているが、このような不陸調整部材３５を設けていない構成として
もよい。本実施形態に係る間仕切壁装置１の各部材及び各部の構成は、上記したような構
成に限られず、その他、種々の変形が可能である。
【符号の説明】
【００７４】
　１　　　間仕切壁装置
　１０　　間仕切パネル
　１３Ａ　補助ボード
　１４　　上端凸部（上端部）
　１５　　下端凸部（下端部）
　１６　　係合凹所
　１７　　柱状連結部材
　１８　　筒壁部
　１８ａ　取付凹所
　１９　　クッション材
　２０　　支柱
　２０Ａ　第１支柱
　２０Ｂ　第２支柱
　２０Ｃ　補助支柱
　２１　　受入溝
　２５　　溝埋部材
　２７　　固定具
　２８　　支柱側片部
　３１　　床側フレーム
　４１　　上側フレーム
　４５　　ボード固定部材
　４８　　天井側フレーム
　２　　　床
　３　　　天井面
　８　　　支持部材
　９　　　被支持対象
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